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１．件名 

ナトリウムループ煙検知器交換及び点検 

 

２．目的及び概要 

本仕様書は、日本原子力研究開発機構（以下、「原子力機構」という。）敦賀総合研究開発セ 

ンター先進技術開発課が所掌するナトリウム取扱研修棟について、ナトリウムループ室に設置 

している煙検知器に不具合が生じていることから交換及び点検を実施する。 

本作業にあたり、受注者は当該設備の構造、取扱方法、関係法令等を十分理解し受注者の責 

任と負担において本作業を実施するものとする。 

 

３．作業実施場所 

福井県敦賀市白木１丁目 

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 

敦賀総合研究開発センター 先進技術開発課 

ナトリウム取扱研修棟 指定場所 

 

４．納期 

令和８年２月２７日 

 

５．作業内容  

５．１ 対象設備等 

ナトリウムループ煙検知器 冷却器出口ダクト（241UE1) １台 

 

 ５．２ 作業内容及び方法等 

（１）交換部品 

ナトリウムループ煙検知器 冷却器出口ダクト（241UE1）の交換部品は以下のとおりであ 

る。相当品は可である。 

・指示変換機（DSM-3D）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１台 

・アダプタパネル DPB06182（DSM-3S更新用）・・・・・・・・・・１式 

・投光器（DET-321A-00）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１台 

・受光器（DET-322A-00）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１台 

・基準フィルタ RF320-50（50％相当）・・・・・・・・・・・・１個 

・ブラインドシャッタ RF320-BLK ・・・・・・・・・・・・・・１個 

・付属品（光源ランプ 12V10W 等）・・・・・・・・・・・・・・１式 

 

（２）点検・動作確認 

冷却器出口ダクト用(241UE1) の点検・動作確認は以下のとおりである。 

・基準フイルター、ブラインドシャッターによる指示確認 

・警報動作確認 

 

（３）図書の作成 
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実施した点検結果を報告書にまとめる。報告書への記載内容については原子力機構担当者と事 

前調整を行うこととする。 

 

（４）撤去品、残材 

作業時に発生した撤去品、残材については、受注者の責により廃棄するものとする。 

 

６．試験・検査 

原子力機構担当者の立会による以下の試験・検査を行う。 

・外観検査：外観に異常がないこと。 

・動作試験（警報動作確認）：正常に動作すること。 

 

７．業務に必要な資格等 

・作業責任者等認定制度の運用規則（敦賀拠点敦賀地区）に基づく現場作業責任者認定証 

 

８．支給物品及び貸与品 

（１）支給品 

・作業用電力 

・作業用水 

・その他機構が所有するもので、作業を進める上で必要であると原子力機構担当者が認め 

たもの。 

 

（２）貸与品 

・ナトリウムループ関連設備 

・その他原子力機構が所有するもので、作業を進める上で必要であると原子力機構担当者 

が認めたもの。 

 

９．提出図書 

受注者は下記に示す図書を遅滞なく提出すること。 

No. 図書名 提出時期 部数 

１ 総括責任者届 契約後速やかに １部 

２ 

作業要領書(工程表、作業体制表(作

業員名簿)、緊急連絡体制表含む) 

リスクアセスメント 

作業開始 2週間前まで ２部 

３ 作業報告書 作業完了後速やかに １部 

４ 作業日報 作業前、作業後 １部 

５ 

委任または下請届 

（原子力機構指定様式） 

作業開始 2週間前まで 

※下請負等がある場合に提出の

こと。 

１部 

６ 安全関係記録（TBM・KY記録） 作業日毎 １部 

７ その他、原子力機構が必要とする書類 適時 必要部数 
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１０．検収条件 

・５項、６項に示す作業が全て完了していること。 

・９項に示す提出図書が完納していること。 

 

１１．適用法令・規則等 

本仕様書に基づく作業を実施するに当たり、適用又は準拠すべき法令・規則等（以下「適用法 

令等」という。）の主なものは次のとおりである。次の適用法令等の他、受注者が必要と判断する 

適用法令等についても適用又は準拠すること。 

・労働安全衛生法 

・国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律 

・その他、関連する法令・規則等 

 

１２．安全管理 

現場作業を実施する際は、労働基準法、労働安全衛生法、敦賀拠点敦賀地区「安全統一ルー 

ル」及び「作業責任者等認定制度の運用規則」等に定められたルールを遵守し、作業を実施する 

こと。 

 

１３．特記事項 

（１）受注者は原子力機構が原子力の研究・開発を行う機関であるため、高い技術力及び高い信頼 

性を社会的にもとめられていることを認識し、原子力機構の規程等を遵守し安全性に配慮し業 

務を遂行しうる能力を有する者を従事させること。 

（２）受注者は業務を実施することにより取得した当該業務及び作業に関する各データ、技術情 

報、成果その他のすべての資料及び情報を原子力機構の施設外に持ち出して発表もしくは公開 

し、または特定の第三者に対価をうけ、もしくは無償で提供することはできない。ただし、あ 

らかじめ書面により原子力機構の承認を受けた場合はこの限りではない。 

（３）受注者は異常事態等が発生した場合、原子力機構の指示に従い行動するものとする。また、 

契約に基づく作業等を起因として異常事態等が発生した場合、受注者がその原因分析や対策検 

討を行い、主体的に改善するとともに、結果について原子力機構の確認を受けること。 

（４）本仕様書に定めなき事項及び疑義が生じた場合は、原子力機構と協議の上、その決定に従う

こと。 

 

１４．保証 

検収後、1年以内に本作業範囲に関し、明らかに受注者の責に帰する不具合が発見された場合 

は、無償でこれを指定期日までに修理又は新品と取り替えること。 

また本作業範囲外の他設備について損傷を与え、不具合、事故等を発生させた場合について 

も、受注者の責において無償で修復すること。 

 

１５．グリーン購入法の推進 

（１）本契約において、グリーン購入法（国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律）に 

適用する環境物品（事務用品、OA機器等）が発生する場合は、これを採用するものとする。 
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（２）本仕様に定める提出図書（納入印刷物）については、グリーン購入法の基本方針に定める 

「紙類」の基準を満たしたものであること。 

 

 

               ― 以上 ― 

 


